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大規模組織と小規模組織における外国人職員受け入れ担当者の外国人との協働に対

する認知一JETプログラムによる地方自治体の外国人職員の受け入れを事例として一

Cooperation　between　Foreign　and　Japanese　Locai　Government　Employees　in　Large・　and 　Small−scale

　Organizations：A　Case　Study　of　Aoceptance　of　Foreign　Ernployees　through　the　JET　Programme

山夲　志都 　Shizu　Yamamoto1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 要　旨
　日本 の 組織 に外国人 が参入する時に 生 まれる受 け入れ担当者の 外国人 と の協働に 対す る認知 を明

らか に し、それ をそ の組織の規模との関係に おい て学習論的視点か ら論考する こ とが、本研究の 目

的で ある 。 対象とな っ た の は、JET プロ グ ラ ム （The　Japan　Exchange　and 　Teaching　Programme ）を通

じ 日本の 地方 自治体で 働 く外国人職員 （CIR） の 受け入れ担当者 で ある。本研究 で は、質 問紙調査法

を用 い 、検証的因子分析が実施され た。担当者の所属す る組織が、大規模 （県庁 ・政令指定都市の

市役所）で ある か、小規模 （町村役場 ・人 口 10万 人未満の市役所）で あ る か に よっ て認知 の構造が

どの ように違い、また同 じなのかを比較検討 した。そ の 結果、共通する の は、職務遂行 に 関わ る3
つ の構成概念が相互 に強 く連関 して認知される こ とで あっ た。大規模組織の 担当者に お い て は、組

織が C旧活用 の体制を整備する こ とと、文化的違い に 対す る 自己 の 準拠枠を再検討す る こ ととの 間
に 特に 強 い 関係 が ある こ と、小規模組織の 担当者 に おい て は、CIRの 文化 や 言語 を体系的に 学ぶ 、　 C［R

と交流 し会話 の 中 で 尋ねる、自己 の 準拠枠を再検討 する、の 3点が相互 に 連結 して 認知 されるこ と、
が特有な認知 と して 示され た。異文化接触における協働に関する学習的課題が、組織と担当者の レ

ベ ル で検討され た 。

キー
ワ
ー ド ；協働、学習、組織 異文化間接触、 JETプ ロ グラ ム

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　 Abstract

This　study　explores　Japanese　bcal　government　employees
’
view 　of　cooperat ｝on　with　foreigners　in　relation　to

the　size　of　the　organizations．　FQr　this　purpose、　Japanese　Iocal　governme ∩t　empbyees （Tantosha）working 　w ［th

CIRs　responded 　to　a　questionnaire，　CIRs　are 　toreigners　invited　through 　the　JET　Programme．　Using　confirmatory

factor　analysis、　cultural 　 and 　organlzatlonai 　aspects 　of　intercultural　cooperation 　were 　examined 　and 　compared

between　large−and 　smalL−scale　locai　governments．　Results　demonstrated　that　there　are 　both　common 　and 　dif−

ferent　perceptions　in　the　vlew 　of　cooperation 　between　Tanto＄ha　in　the　Iarge−and 　smaH − scale 　local　govern−

ments 、

Key　words ：cooperation ．　Iearning、　organization ，　intercultu厂al　lnteraction，　JET　Program

↑．青森公立大学 　経営経済学部　shizu ＠bb．nebuta ．aG 　p 〒 030−0196青森 市 合子沢 山崎 153−4「Aomord　Public〔bllege　Manage−
memt 　 amd　 EcenonliOs，153．4　 Yamazaki，　 Goshizawa，　Aomon 「030．0196　 Japan．

MUIticUltural　Relations　 69

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Japan Society for Multicultural Relations 

NII-Electronic Library Service 

Japan 　 Sooiety 　 for 　 Multioultural 　 Relations

大規模韆綾と小規模組繕における外国人職員受けλれ担当者の外国人との協働に対する認知：JErプ囗グラムによる地方自治体の外国人職員の受け入れを事例として

1． 問題

　 Ll 背景

　日本の異文化 コ ミ ュ ニ ケー
シ ョ ン研究で は、 日本人が海外 に滞在する こ とによ っ

て 生ずる 問題や、 日本 に滞在 す る外国人の 問題を彼 らの 視点か ら扱 う研究が数多く

な され て きた 。 近年で は国内の外国人と日本人 との 問題を、受 け入 れ側の 日本人 の

立場か ら捉 えようとする研究 （例 ：ニ ュ
ー

カマ
ー

の子 どもたち と学校 ・日系ブラジル

人 と地域）が増えつ つ あるが、その 数はまだ少ない 。これ まで 所属 して きた集団、組

織 地域社会におい て は古参者 ともい え る 日本人 が、新参者で ある外 国人 の 参入 に

よ っ て もた らされる新たな社会 ・文化的 コ ンテ クス トに直面す る際に 、 どの よ うな

協働
2
が生 じ、 課題が伴 うの か を検討する研究の 重要性は、増 して い ると考え られ る 。

　この よ うな問題意識か ら、「日本の 組織に外国人が参入する 場合に必要と され る イ

ンタ
ー

フ ェ
ー

スを受け入れ側の視点か らとらえる」とい う研究課題 を設定 し、筆者は、

日本の 組織に参入す る外国人 と一緒 に働 く地方 自治体職員に焦点を あて 、 段階的な

調査を 2001〜 2005年に かけ進め て きた（山本 ， 2003；山本 ，
2005a；2005b）。国の 政

策事業と して 1987年に 開始され た 「JETプロ グラム （語学指導な どを行う外国青年招

致事業
，
The　Japan　Exchange 　and 　Teaching 　Programme ）」

3
を通 じ、地方 自治

体 に配置 され た「CIR（国際交流員 ，
　Coordinator　of　Intemational　Relations）」4

と

呼ばれ る外国人職員が共に働 く こ とになる 、
「担当者」と呼ばれ る地方 自治体職員を

対象に した研究で ある 。

　「CIR」は、 2005年度を例 として挙 げると、32力国か ら470名が来 日し、 259カ所の

地方自治体に国際交流 と地域の国際化推進を目的に配置 されて い る 。 配置 のあ る地

方 自治体 は 「契約団体」と呼ばれ、受 け入れ態勢と して職員の うちか ら「担当者」を務

める者を定め る。担 当者は所属部局の 業務の
一

環 として CIR との仕事に あた り、内

外機関 とCIR との 間で 業務や 日程を調整する 窓 口 に な っ た り、活動の 企画 運営を事

務的に手助けし た りして CIR と共に 働 く。担当者と CIR の 連携は効果的な職務遂行

に欠かせ ない 。 なお 、通常の 使用 言語 は 日本語で ある 。

Z こ こ では「協働」を目的達成 のた め人 々 が貢献惷欲を持 っ て コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン を通 じ協力す る公 式 ・非公 式 的な

活動 とする。
3 総務省、外務省、文部科学省、財 団法 人 自治体国際化協会（CLAIR）を主体 に実 施され 、20D5年度は51 ヶ国か ら5，853

名の 外国人が CiR．　ALT （外 国語 指導助手 ．　AsSislant　Language　Teacher）、　SEA（ス ポ ー
ツ 国際交流 員「Sports　Exchemge

Adwoser）として来 日 した 〔財団法人 自治体国際化協会 ，2005）。
4．資格要件 の うち主 な ものは 40 歳以下 で 日本語 の実用的能力と学士号を有 し日本での 職務従事 と生活適応能力があ

る こ とで あ る。職務内容は 、1）契約団 体 の国 際交流関係事務の 補助、2 ）契約団 体の職 員、地域住民 に 対する語
学 指 導 へ の 協九 　3 ）地域 の 民 間国 際交 流 団体 の 事業活動に 対す る助言 、参 画 、4 ）地域住民の 異文化 理解の ため
の交流活 動へ の 協力その 他で、契約 は 1年毎更新に よ り最長 3年 間 の契約 が可能で ある。受 け入れ 人 数が多い 県は
島根 〔30）、石 川（23＞、宮 崎（22）．岐阜（20 ）L 青森〔19）等で 、東京

・
大阪近辺 に 少 な く東京都で はゼ 囗 で ある （財 団

法人自治体国 際化 協会 ．2005）。
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　L2 　学習として の 異文化間接触

　 文化的背景の 異なる担当者と CIRが互 い に相手の こ とを知 り協働関係を築 くため

には、自らが情報発信する と同時に相手か ら情報収集し、 自分、相手、仕事 、組織 、

文化 に関わる暗黙知 を共有化し、知識として 集積し、常に更新 し、調整し続ける行

為が必要 とされ る 。 自分 も相手 も職務も 、 刻一
刻 と変化 し続けるか らで ある 。

　FriedmanとAntal （2005）は、国際ビジネス にお い て 成果で評価される マ ネジャ
ー

に求め られるの は 、 事前に相手 の 文化 に対 する知 識を持ち文化的に適切な 振 る舞 い

を身につ ける こ とよ りも 、 互 い の 現実知覚を理解 し、協同 して アイ デアや 意思 決定

や行為を生み出すため の 最適方法 をデザイ ンする能力を磨く ことで ある と主張す る 。

彼 らは異文化適応ア プロ
ー

チの 限界を批判 し、状況 の 中か ら生起するそ の 状況 の 必

要性に応 じた文化的知識を生み 出し 、 そ の知識に基づ い た行動方略を構築する とい

うアプロ ーチ を提案 して い る
5

。 すなわ ち、文化的背景の 異な る相手 と一
緒 に仕事を

する とい う実践 の 現場に おい て は、状況に応じた 知識を適宜構成し、行動方略に 適

用する能力が 、異文化間能力 と して 重要で ある とい うこ とで あ る。

　また、 「仕事の 中で の 学習」を状況論的立場か ら論 じる上野 （1999）は 、 学習 とは様々

な実践 を通 して 、 組織成員 、 道具 、 知識 、 コ ンテ クス ト、社会組織とい っ た もの が

相互 に構成し合う中に見て取れる何かであるとして いる。「実践コ ミュ ニ ティ論」 （Lave ＆

Wenger ， 1991）の 学習観では 、 組織へ の 新参者が 「『職能別的徒弟制』コ ミ ュ ニ テ ィ へ

の参加」を通 して 徐々 に 熟練 しその コ ミ ュ ニ ティ メ ンバ ーになる とい うの に対 し、上

野 は 、 組織の 古参者 もまた新参者 とな り得て 互い の コ ンテ クス トを構成 しあ う とい

う学習の 側面を強調 して い る。

　こ れ らの 観点か ら説明するな らば、担 当者の CIR との 異文化間接触は、異なる も

の を背景に持つ 人 と
一

緒 に働 くよ うに な っ た こ とで生 じた学習体験 と もい えよ う 。

組織の 古参者 と して の 日本人と 、 新参者 と して の 外国人 との 接触 に おいて 、 新参者

が古参者か ら学び適応す る学習の 他に 、 新参者が加わる こ とで 新たに 生じ る コ ンテ

クス トの 「組織化 （organizing ）」 （Weick ，
1979）が必要 とな り、古参者が相互構成的

な組織化 に参加する とい う見方なの で ある 。

5 こ の ア プ ロ
ー

チは 「Negotlatl  Hea』ty」とい う造語で 提案 され て い るe
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　1．3 組織の規模の大き さによ る CIR の 活用体制の違い

　担当者の 視点か ら組織に参入 したCIR との異文化間接触 を検討する 際に 、 そ の 関

係 は職場 とい うコ ンテ クス トか ら切 り離せ ない。組 織内で の対人関係には 役割上の

組織人格 （Barnard
，
1938）や社会的アイデンテ ィテ ィ （Tajfe1＆ Turner

， 1986）が影

響 を及 ぼす 。 また 、担 当者が、CIR の 受け入 れや活 用 に対す る組織的な意志をどの

よ うに認知 して い るか とい う こ とは、担当者が CIRの 立塲をどう位置づけ処遇す る

か に影響を与え るとい う知見 に基づ い た上 で 、 組織的要素を分析視点に含 む必要性

の ある こ とも示 されて い る （山本 ，
2003）。 契約団体の CIR を導入す る目的や、活用

する際の 体制には、組織的な意志が投射されて い る と考え られ る 。 CIR導入 の 目的

や活用 するた めの 体制は 、契約団体 に よ り異な る。 これ らの違 い は 、 契約団体の 組

織規模 に よ り、大規模な組織 （Large −scale　Organization： LO ）と小規 模 な組 織

（Small−scale 　Organization：SO ）に大別する こ とが で きる。

　例えば、LO とSO との 違い は、新任 CIR向けの 『国際交流員ハ ン ドブッ ク』 （財団

法人自治体 国際化協会、2007）に掲載された 、 現役CIR による仕事の紹介文 に表れて

い る。県庁や 政令指定都市 とい っ た LO に配置されたCIR達は、地方行政 に影響力

を持つ 人々 との 交流や 、 日本在住外国人 との橋渡 し等 、 充実 した 職務に就 い て い る

こ とを述べ て い る 。 しか し同時に、「仕事内容な どはも うすで に 明確 に され て い る」

た めに r語学面での 技術的、専門的なサポー
ト」の役割が主 とな る こ とや 、

「新 しい ア

イデア や プロ ジ ェ ク トを提案する柔軟性 と自由度」が低い ため に 「地方の CIR よ り新

企画や 自分の アイ デアを活かす機会が少なく行動範囲が 狭 く感 じられる人 もい るか

も しれな い」とい うこ とも述べ て い る 。 他方、人口 3万人未満の市役所や 町役場とい っ

た SO に勤 め るCIR達が共通 して報告 して い たの は 、 規模や予算額は小さ くとも、 イ

ベ ン ト企画 の 自由度が 高い こ とや 自分た ちで 仕事 の幅 を広げ られ る こ とで あ っ た 。

　LO と SO とで は 、　CIR を活用す る体制に違 い がある 。
　LO には国際交流の 専門部

局があり、姉妹都市交流や提携の 業務
6
、海外来賓に対する接遇での 通訳、パ ン フ レ ッ

ト等の 翻 訳業務、学校訪問、地域住 民対象の 語学教室、国際交流イベ ン トへ の参加

等 、事業 として 決め られ た枠組み の 中で CIR を活用する こ とが多い 。担 当者 もこの

部局 の 職員 で ある。CIR に は通訳 、翻 訳、語学指導などの 機能的役割が求 め られ る

とい うの が通 常で ある 。既に確立 して い る事業以外 へ の 活用 にあ ま り積極的で ない

こ とに は 、 CIR の 多忙 さが 一
因に ある として も、　CIR に対する組織的な 関心 や期待

6 地 方 自治体 は 通常、姉妹都市
・
友好都市提携関係のある（もしくは提携予 定の）国 か らの CIRを配置希望 して い るe 県

庁や あ る程 度 の規模以 上 の 市役所で は 、その ため複数提携先があれ ば複数 人の CIRが配 置 され るこ とも多い 。
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が一
定範囲を越 えな い こ と も意味する と考 え られ る。

　SO で は、　CIR が配置され るの は総務課 ・秘書課
・
教育委員会 ・企画課 ・観光課 ・

まちづ くり課等 と様々 で 、 該当する 課の 職員が担 当者 にな る 。 通訳 ・翻訳 や交流提

携業務等、活用の 目的が 明確な 自治体もあ る一
方で 、活用す るた めの 枠組 みが 曖昧

なまま CIR の 受け入れ を始める と こ ろ も少な くな い 。 「仕事がな い 」とCIR を困惑さ

せ る例 も見 られ るが、中には、活用 のため の方針や体制が 未確立な ま まCIR 受け入

れ を始めた もの の 、 トッ プを含め組織全体 として の 期待感が高か っ たため 、担当者

が CIR と積極的に話 し合い 協力する こ とを惜 しまず、国際交流イ ベ ン トや ユ ニ ー ク

な勉強会の 実施 に至 っ たとい う村役場 もあ っ た （山本 ，
2003）。

2， 研 究の 目的

　上 述 した問題 の 背景 に基づ き、本論文で は 、 日本の 組織 に参入 す る外国 人す な わ

ち CIR と受け入れ担当者との 協働 に対す る担 当者の認知 を明 らか に し、そ れ をそ の

組織の 規模 との 関係に おい て 学習論的視点か ら論考する こ とを 目的とする 。

3． 方法

　本研究で 用い たの は、質問紙法で ある 。

3．1 対象者

　2005年 5〜6月にかけCIR配置契約 を して い る全て の地 方自治体 の担 当者 （現職者

の み ）を対象 に質問紙調査 を行 っ た
7
。契約団体は 2003年度 の情報に基づ き 380ヶ 所

を対象に した 。

　3，2　手続 き

　　3．2．1　予備調査に基 づく質問紙の作成

　質問紙で 使用す る項 目を作成す るにあた り2段 階の予備的調査を行 っ た 。 第 1 次調

査で は、非公式的な 聞き取 りと非構造化面接で 、担当者が認知する CIR との 関係及

びコ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン に関わる事象を整 理 し、得 られた知見を第 2次調 査の 半構造化

面接で 用い るイ ンタ ビ ュ
ーガイ ドに活用 する こ と を目的と した

8
。

71 ヶ 所の 契約 団体に 2名以上担 当者がい る場合が あり担当者の 正 確な 人数 は把握で きな い 。そ の ため回 収率 の 計 算は

困難 で あ る。
82001 年8月〜20D2年9月、　 CIRと担 当者 の会 議や 研修 会で非 公式的な聞 き取 りを行 い データ収集 したe また、2県 〔東

北
・
中国地方）、6 ヶ所の 契約団体（県庁

・
市庁

・国 際セ ン ター・村役 場 〕で 8名 の担当者 を対 象に非構造化 面接 を行 っ

　 た。詳細及 び分析結果は 山本（2003 ）を参照。
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　第 2次調査で は、第 1次調査結果を基に作成 したイ ンタ ビュ
ーガイ ドを使用 し、 2003

年 2〜6月にか け全国 5地方 （東北 ・関東 ・中部 ・中国 ・ 九州）、7県 18ヶ 所 の契約団

体 （県庁 ・市役所 ・
町役場 ・国際交流協会）で 、 22名 （男9 ・女13）の 担当者 を対象に

半構造化面接を行 っ た （平均 104分）。 書き起こ した言説をデータ とし、まず 11グルー

プに分類 し、さ らにグループ毎 に KJ 法 （川喜多
，
1986

，
1993）を用い て 整理 した

9
。 そ

の 結果 、全部で 353の サブカテ ゴ リ
ー

が生成 され 、さ らに90の 上位カテ ゴ リ
ー

に収

斂され た
ユ゚

。

　本調査 で 用 い る質問紙の 項 目作成に 向けて、353項 目のサ ブカテ ゴリ
ー

の 中か ら、

「1つ の サ プカテゴ リー に属する カ
ー

ド枚数が 4枚以上」で あれ ば「言及頻度が高い」と

し、「サ ブカテ ゴリーを 4つ 以上持つ カテ ゴリー
」を厂認知の 複雑性が高い 」と仮定 して、

これ らの 条件 に該 当す る 187項 目の サブカテ ゴ リー を選択した 。

一
部の CIR に しか

該当 しな い項 目の 削除 、 類似項 目の 整理 によ り数を減 らす と 105項 目にな っ た。

　第 2次調 査で の面接協力者 22名を対象に パ イ ロ ッ トス タディ を行い 、質問文の 理

解し易さ と適切さ、回答の し易さ、 質問量 の 適 切 さ、回答所要時間に つ い て 郵送に

よ り尋ね た と ころ、12名か らの 回答を得 られた。回答結果に基づき質問項 目の 表現

及び教示文を修正 した 。 なお 、 本論文に おいて 分析で使用する の は 、 105項 目の うち

KJ 法によ り生成 した 「組織的観点」と「公式コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン」と「文化
一

般」の グル
ー

プに 該当する項 目で ある。

　　3．2．2　質問紙の構成

　質問紙で は、CIR との 協働に役立つ 知識が各質問項目を契機に どの 程度創出され

ると思 うか を尋ね た。教示文は 「担当者として あなたが CIR と一
緒に働 くときに役立

つ ような、今まで にはな か っ た気づ きは 、以下 に示す事柄 によ っ て 、ご自身の 中に

生み 出される と思い ますか ？」で ある。回答は 5件法 （生み 出され る と思 う、やや生み

出され る と思う 、 どち らで もな い 、あま り生み 出され ると思 わ ない 、生み出される

と思 わな い ）で 求めた 。 なお、「気づきが生 み出 される」の 定義を、 「CIR の こ とや ご

自身に関す る こ とで 、 または 、 職場や仕 事 の こ とで 、r役に 立つ ような新 しい 考え方

や、 これ まで とは違 っ た関わ り方 ・行動の仕方や 、今 まで にはなか っ た気持ち等が

自分の 中にあ らわれて くるこ と』」と し、教示文 の後 に示 した 。

9 データの カ
ー

ド化 は IDO6di に 及ん だが川 喜田の
一

度に ま とめ た の は 最高 で800何十 枚 で ある とい う（川喜田そ の 他 ．
2003 ）。そ こで 1枚 1枚の カードを内包的意味連関で

一
気 にま とめ る こ とに こ だ わ らず、まずは 内容が似通 うテ ー

マ を

持 つ と判断 され るカードを大雑把に 集め グループ化 を行 っ た。
1011 の グル

ープ とは、「コ ミ ュ ニ ケ ーシ ョ ン」 （276、33β9）「組 織的観点」 （25212，la2）、「文化 一般」 （119．17．44 ）、「CIRに

つ い て 」 （93、426 ）、「CtRとの関 係
’
仕 事」 （88．122fi）、「CtRとの 関係　仕事以外」 （8D．10．30）、「文 化持定t （30．4．13）、

「役所の 特殊性」 （25．2，6）、「席 の 配 置」 （19．Z7 ）．「自分自身に つ い て」 （13．IS）、「JEr 制度上 の 問題」 （1t2．5）であ る。
（ ）内の 数 字 は（カード枚 数 ．カテ ゴ リ

ー
数，サブ カテ ゴ リー数）を示 す e
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　 こ の 定義には、学習を意味と人 との 関係の 構成と捉え 、
「学習者と対象 との 関係 、

学習者 と彼／彼女 自身 （自己）との 関係、学習者 と他者 との 関係 とい う三 つ の 関係を

編み直す実践」とする、佐藤（1995， 1996）の 学習観
11
を援用 した 。 従 っ て 、

「学習者 ＝

担当者」と、「CIR の こ とや （＝ 対象との 関係）、 ご自身に関する こ とで （＝自己との 関

係）、また は、職場や仕事 の こ とで （＝ 対象との 関係）」とい う、 3 つ の 関係 を定義に

示し、回答する際の考慮を求めた 。同時に、そ れ ら 3 つ の 関係 につ いて 意味が 構成

され る レベ ル には、考 え （認知）、方法
・
手段 （行 動）、気持ち （情動）が ある と推測 し

た 。
「認知、行動、情動」の 次元か ら尋ね るた めに、「新 しい 考 え方 （認知）や 、これ ま

で とは違 っ た関わ り方 ・行動の仕方 （行動）、今 まで に はなか っ た気持ち （情動）等が

自分の 中にあらわ れて くる こ と」とい う表現を、 「気づきが生み 出され る 」の 定義に含

めた。

　　3．2．3　調査の 実施

　2名以上の CIR が配置され る 契約団体で は担当者が 複数名い る こ ともある ので 、 調

査票 と返信封筒を 2通ず つ 同封 した。2005年5月末に郵送 し、そ の 2週間後 に督促状

を送っ た 。 回答は無記名式で あっ た。6月下旬まで に最終的に回収された調査票は 300

票 で ある。そ の うち回答が有効で あ ると判断され たのは 281名 （有効回答率94％、男

161名、女 119名、性別無回答 1名、平均年齢37．4歳、範囲22〜 62歳 、 担 当者 と して

の 平均勤務歴 1年 8ヶ 月、範囲 1ヶ 月 〜 12年）で あ っ た 。

　3．3　分析

　担当者の CIR との 協働に対する認知を検討する た めに検証的因子分析を行 っ た 。

組織の規模に よる比較をす るため 、政令指定都市の 基準とな る人 口 50万 人 を大都市

の 目安 とし、県庁
12
及び人 口 50万人以上 の市役所を大規模組織（LO ：Large−scale 　Or−

ganization）、町村役場及び人 口 10万 人未満の 市役所を小規模組織（SO ；Small−scale

Organization）とする 。 従 っ て 、　LO 勤務の 54名（男33
，
女21）とSO 勤務の 117名（男

66， 女50， 不 明 1）を分析の 対 象 とする 。

　分析で用い る構成概念に は第 2次調査の分析の 結果得 られた（KJ 法）カテ ゴ リー （脚

注8）を適用した 。
「職務遂行に 関わる構成概念」として 、

「組織的観点」の 13項 目と「コ

ミュ ニ ケーシ ョ ン」の下位カテ ゴ リ
ー

に あたる 「公式 コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン」に 属する 6

項目をあわせ た全 19項 目を検討 し、 「職務充実化」、
「職務拡大化」、

「情報共有化」の

11 佐藤 の 学 習観 は デ ュ
ー

イ （J ［lewey）や ヴ ィ ゴ ツキ
ー

（L　S．　Vygo宦sky）よ り発 展 した社 会構成主 義の学 習論 に基 づ く

12 全国の 都道府県の うち北海道には CIRが配置され て い た が都府庁 へ の配置 はなか っ た 。
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3つ の 構成概念を用い る こ ととした
13

。
「職務充実化」はCIR を活用 する体制 を組織的

に強化する 指標、 「職務拡大化」は担当者がCIRを活用するため に仕事で 工 夫して い

る指標、 「情報共有化」は職務遂行に関連 した情報を共有 し検討する指標に よ っ て 構

成 され る 。

　次に、「文化的違い へ の 対処に関わ る構成概念」として 、 「文化
一

般」の 12項 目と 「コ

ミ ュ ニ ケー
シ ョ ン」の 下位カテ ゴリ

ーか ら5 項 目をあわせた全 17項 目を検討 し 、
「関

与的対処」、「知的対処」、
「準拠枠の 再検討」の 3 つ の 構成概念 を用 い る こ とと した 。

「関与的対処」は対面的状況 での 会話 を重視 し関与 しなが ら学ぶ指標、 「知 的対処」は

異文化や外 国語を個別 ・体 系的に学ぶ指標、 「準拠枠の 再検討」は 自 らの常識 に と ら

わ れず物事 の見方を転換 し てみ る こ とに関わ る指標 によ り構成 され る 。 分 析 で 使用

する 6つ の構成概念 （潜在変数）と 18の 指標 （観測変数）を「表 1」に示す。

表 1　検証的因子 分析 に用 い る潜在変数とそ の観測 変数

構 成 概 念

（潜在変数）
指標 （観測変数） 観測変数を略 したもの

1，会話 して い る ときに 「あなた の 国で はどうです

か ？」 と CIR の 出身国で の こ とをたずね る よう

にす る

1，「あなた の 国 で は どう マ」

と質問

関 与 的対処 2．CIR と会 話 して い る と き に 「OO 語 （CIR の 母

国語）で は何と言うの ？」 と質問す る

2，「OO 語で は何 と言う の ？」

と質問

3．CIRと
一
緒に食事またはお茶をしながら話をす

る よ う にす る
3．食事 ・お 茶 して 話 す

4．担当者が CIR の 母国語 の こ とば を学習する 4．母国語を学習

文
化

的
違
い

へ

の

対
処
に

関
わ

る

構
成

概
念

知的対処

5．担当者がCIRの文化を理解する た め に必要な本
を読む

5．本で 文化理 解

6担 当者が CIR の 文化を理 解する ためイ ン ターネ

ッ トを使 っ て 調 べ る
6．イ ン タ

ー
ネ ッ トで 文化理 解

7．CIR の こ とで 、自分の 感覚で は不可解 に思える

こ とがあっ た ら、担 当者はそ の こ と を CIR の 視

点で 考えて み る

7．不可解な とき視点転換

準拠枠 の

再検討

8．担当者は、CIR と の経験か ら、日本人に とっ て

当 た り前の こ とで も、海外から見て み る と当た り

前で は な い こ とが あ る の を 理解す る ように する

8．海外 との 常識の 差 が ある

9．担当者は、CIRとの 経験か ら、これま で 当た り

前 と思 っ て い た こ と を改 め て 見直すように する

9．自明視 して きた こ とを見直

す

13 「文化的違 い への 対処 に関わ る構成概念 」を示 す 17項 目、「職 務遂 行 に関わ る構成概念」を示す 19項 目の うち、意

　 味的に 6つ の 構成概念に含まれ ず独 立的 で あ ると判断 され た項目を除 き、さらに 解析の 結果、観測 変数 と して構

　 成 概念 への説 明 力が LO、　SO共 に弱 い 指標（0．50 未満）を除い て、最終的に 6構成概念 、18項 目 を使 用 す るこ とに し

　 た。
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10．事業策定 の 段階か ら、CIR の知識や意見を参
考 にす る

10．事業策定時に CIR 参考

職務充実化 11．事業に つ い て相談す る場 に CIR が参加で き る 11．事業相談 に CIR 参加

12．契約団体 はCIR活用 ビ ジ ョ ン を持 つ 12．CIR 活 用 ビジ ョ ン

13．CIR の 企 画 した イベ ン トや 講座をも っ と実現

で きる よ うに、担当者が努力す る
13。企画実現 の た め 努力

職務拡大化
14．こちらが して 欲 しい 仕事と、CIRが期待 して

い る 仕事 との ギ ャ ッ プは 何か 確かめ る
14．職務期待 の 差の 確認

職
務

遂
行
に
関

わ

る
構
成

概
念

15．CIR の 仕事が 同 じパ ターンの 繰 り返しになら

な いよ うに 工 夫す る
15．仕事の パ ターン 工 夫

16．職場で の ミ
ー

テ ィ ングを開い て CIR と課内の

関係者が 集 ま る よ う に す る
16．職場 ミ

ー
テ ィ ン グ

情報共有化

17．行事や授業な ど外で の 仕事の 後 で、担当者 と

CIRが反省会の ような こ と を し て振 り返りをす

る

17．反省会 で 振り返 り

18．CIR に仕事の状 況 報告をす る ように して もら

う
18．状況報告して もらう

　これ らの 構成概念を使用 したモ デルで 、まず、誤差分散を想定せ ずに検 証的因子

分析を行 い、有意味な解釈が可能で修正指数の 大き い 誤差分散問 （e2 と e5 、　 e6 と e16 、

e8 と e13 ）に共変動を仮定 した修正モ デル を作成 した。次 に、 この 修正 モ デル を使用

し、LO とSO との 間で 、 因子構造が全て 異な る「モデル 0」、職務遂行に関わる 構成

概念 の 因子構造を同
一

と し、文化的違 い へ の 対処に関わる構成概念 の 因子構造は異

なる とする 「モ デル 1」、全て の 因子構造を同
一 とす る 「モ デル 2」を作成 し多母集団の

同時解析 を行 っ て検証 した 。 因子構造 を同
一 にす るには、各因子 か らその 因子 を構

成す る観測変数へ の 非標準化パ ス 係数、因子 の分 散、誤差変数の分散 を等 し くする

制約 をか けた 。 なお 、 分析には AMOS5 ．0を使用 した 。

4． 結果

　分析の結果、1自由度あた りの適合指標で ある RMSEA の 値が 0，05以下で あて はま

りがよ く0，1以上 であて はまりが悪い とする基準（豊田 ，
1998）か ら全て の モ デルが採

択可能で ある こ とが示され た （モ デル O ＝ ．047，1 ＝ ．046
，
2＝．048）。 最 も適合度の 高

い 「モ デル 1 」を採択 し、図 1 と2に示す
14

。

14、RMSEA と並び 適合度指標と して使用 されるGFIに は観測変数の 数が 30を上 回 りモ デル の 自由度が大きくなる と値が

　 上が りに く くなる傾向が あ り、個 々の 集団 の 観測 変数を総計すると 30 を超 える ケース が 多い 多母集団 のモ デル で

　 はGFIO．9以上と い う基準 を使わな い 考 え方 （豊田 ，1998，　p．1ア4）にな らい、こ こ で はRMSEA の値 を基準 とする。
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　図 1　 大規模組織 （LO ）

51 鰰

図 2　小規模組織 （SO ）

．16
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幽JE「プログラムによる地方自治体の外国人職員の受け入れを事例として

　まず 、
「職務遂行に関わ る構成概念」の 3因子はLO と SO との 間に共通す る 因子構

造 として み られ、双方にお い て 因子間相関がきわ めて強い 。

一
方 、

「文化的違い へ の

対処に関わ る 構成概念」の 3因子に は LO とSO とで は異なる因子構造が確認 された 。

SO で は3因子 間の 相関はきわめ て 強い が 、　 LO で は 「関与的対処」と 「知的対処」に強

い 相関 、
「知的対処」と「準拠枠の 再検討」に中程度の 相関がある もの の 、「関与的対処」

と「準拠枠の再検討」の 関係は有意で なか っ た 。 特に LO において は 「関与的対処」の項

目1と2へ の負荷量が0．38と0．40で あり共 に低 く、これ らの 「関与的対処」に対する因

子 の 説明 力は弱か っ た 。

　次に LO とSO を比較す る 。 両者 の差が 大きか っ た の は 、
「準拠枠の 再検討」との相

関につ き 、 差が大きい順に 「関与的対処」 （LO ＝ ．45
，
　SO ＝ ．92）、

「職務拡大化」 （LO ＝ ．68
，

SO ＝ ．94）、「知的対処」 （LO ＝ ．68
，
　SO ＝ ．91）、「情報共有化」 （LO ニ ．63

，
　SO ＝ ．81）、

で 、全て SO の 方で 関係が強い 。 逆 にLO の 方でよ り関係が強か っ たの は 、
「職務充

実化」との相関につ き「情報共有化」 （LO ＝ 1．07
，
　SO　 ＝ ．99）と「準拠枠の再検討」 （LO 　＝ ．90，

SO ＝ 85）の み で あ っ た 。

5． 考察

　担 当者がCIR との 協働をどの ように認知して い るかを、文化 的違 い へ の 対処に関

わ る側面 と、職務遂行 に 関わる側面 にお い て 、構成概念の 構造 、 及び構成概念間の

関係を検討 した 。 そ の 結果 、
「職務遂行に関わ る構成概念」にお ける 3つ の構成概念の

構造は LO とSO で 共通 し、概念間の 関係も共 に強か っ た 。
「職務充実化」とい う構成

概念 は、個人の権限や責任 を増大させ る こ とで 専門性や挑戦性を高 める 「職務充実」

（Herzberg，1966）に よる 動機付けを実現化す るよ うな垂直的な職務設計に 関わ っ て

お り、 これは組織的に CIR を活 用す る体制の強化 に該 当す る 。 また、「職務拡大化」

とは 、担 当者の 努力で CIR の職務幅 を拡大し内容を多様化する こ とに関わ る 。こ れ

ら仕事の デザイ ン方法と 「情報共 有化」が相互 に連関 して い る こ とが示 され た 。 こ の

こ とか ら 、 組織が CIR を活用 する た めの 体制 を整備す る こ と、担当者が活用の 努力

をする こ と、職務過程や状況 の情報 をCIRと共有する こ と等 によ り 、 協働 に役立つ

気づきが創出される とい う認知は 、 LO とSO の 担当者 に共通 してい る こ とがわか っ

た。

　一方 、
「文化的違い へ の対 処に関わる構成概念」で は、 「関与的対 処」の 因子の 意味

が LO とSO で異なる 可能性が示 唆された 。
　 SO で は 、

「関与的対処」を、対面的相互

作用で 会話 し質問する等 、関わ り合 う体験重視の 因子 とす る説 明 が成立 した。 しか
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し、LO にお い て この 因子は、食事やお茶をしなが ら話すとい う非公式な交流を示 す

指標に は強 い影響を与 えるが、相手の 出身国や言語につ い て尋ね る とい っ た 「質問 」

を示す指標 へ 与える影響力は弱 か っ た。異文化の 対人関係親密性 と初期段階にお け

る 会話 の 話題に 関する西 田 （1996）の 研究 によ る と、関係形 成に必要な 予測 に は文化

に関す る知 識が必 要なた め、パ
ー

トナーが親密 にな る初期段階で は文化的違 いが重

要な話題にな る と して い る 。 この 西田の研究に従 っ て 解釈するな らば 、 SO の 担当者

は CIR を異文化的存在の パ
ー

トナーと して 、会話の 中で 文化的違 い を話題 に し、質

問する こ とを通 じて 、相手 へ の 理解を深め 関係形成 して い る の ではな いか という こ

とが窺 える 。

　 「文化的違い へ の 対処 に関わ る構成概念」の構成概念間の 関係 につ い て は、SO で は

3因子間に強い相関が あっ た の に対 し、LO で は 「関与的対処」と「準拠枠の再 検討 」の

相関が有意で はなか っ た 。 SO で は、　CIR と直接交流 し、会話の 中で相手の 出身国や

言語につ い て 尋ね る こ と 、 個別 ・体系的に学ぶ こ と、さ らに、自己の これ まで のや

り方や基準を留保 し異なる視点をもつ こ とが 、相互 に強 く連結 した学習体験にな る

こ とが考え られる 。 しか しLO では 、
「関与的対処」と 「準拠枠の再検討」の 関 係が有意

で なか っ た こ とか ら、 自分の これ まで の もの の 見方やや り方 を再検討 しよ う とする

学習は、CIR との 非公式な 交流を通 じて とい うよ りは、他の事柄 とよ り強 い関 係を

持 っ て体験され て い る 可能性の 方を考え るべ きで あろ う。

　こ こ で 「準拠枠の 再検討」と相互 に影響を与え あう因子に注 目した い 。
「準拠枠の 再

検 討」に強 い 関係 を持つ の は 、 LO では 「職務充実化」の みで ある 。 そ の値 もSO よ り高

い こ とか ら、CIR を活用する た めの 組織体制 を整備す る こ とと、 これ まで の 自分の

枠組を見直す こ と の 間には密接な関係の ある こ とがわか る。一
方SO で は この 因子 は、

「関与的対処」、
「知的対処」、「職務拡大化」、「情報共有化」の 4因子 との 関係が非常に

強く、係数値は LO に差をつ けて 大きか っ た 。 従 っ て 、　SO の 担当者に とっ て 、 会話

や交流 、 調 べ 学習、CIR活用の 工 夫 、 仕事の 相談の 全 て の 事柄 と、これ まで当然と

思 っ て い た こ とを検討 し直す こと とが 、 LO よ りかな り強い 結びつ きと して 観察 され

る 。

　最後 に 、LO にお いて は、「職務充実化」と 「情報共有化」の相関が SO よ り強か っ た

こ とに着目す る と 、 LO で は職務達成の ため の コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン と組織的に CIRを

活 用する体制 とが強 く相互連関して認知 されて い る とい える。前述 した 「準拠枠 の再

検討」と 「職務充実化」の 関係も併せ る と、 LO におい て は組織的なCIRの活用体制が

担当者 の認知に 大きな影響を与える こ とがわか る。
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　 以上か ら、LO で は組織的な CIR の 活用体制が 、

一
方SO で は担当者 自身がCIR と

関わ りな が ら工 夫をする こ とが 、協働 に役立つ 気づ き を生 み出す実践 にお いて重要

で ある とい う指摘がで きよ う。 この こ と と 、 SO におい て は 、
　CIR との 協働 の 活性化

が担 当者 自身の 取 り組み に委ね られ る 部分が多い こ ととを併せ て考 え る と、担 当者

個人 の異文化コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン能力を高め る こ とが 、SO で の よ り効果的な協働 を

促進する と推測で き る。また、LO にお い て は、職務充実に関わる組織環境が整備さ

れる こ とで 、担当者は CIR との 協働 を活性化する こ とができるの で はない かと思わ

れる 。 例 えば 、 文化交流事業の運営場面 にお ける講師や通訳 と して 活用 す るだ けで

はな く、そ うい っ た事業を計画立 案する 段階で の 会議に CIR が参加で き る よ うにす

る等 、 よ り積極的に活用する た めの 方針を組織 と して 取 り決める こ とで ある 。 LO の

担当者に と っ て も異文化 コ ミ ュ ニ ケー
シ ョ ン能力 は基本的には重要で あろ うが 、さ

らには 、 組織が CIR活用 へ の 意欲を体制に反映す る こ とで 、 担 当者がCIR との協働

に対 しよ り能動的 に関われ る よ うになるの で はな い か と考え る 。 すなわ ち、CIR が

加わ るこ とで 生 じるコ ンテ クス トが組織的 に充実 して くる と、古参者 としての 担当

者はよ り能動的に 「組織化」 （Weick ，
1979）す る こ とに取 り組み 、そ の こ とが、状況

に応 じた知識を適宜構成 し行動方略 に適用す る よ うな異文化間能力（Friedman ＆

Antal
，
2005）を伸 ばす こ とにつ なが る の で はな い か と推論され る 。

6． 課 題 と展望

　本論文で の 結果は、2001− 2005年 に実施され た一
連の 調査 の デー

タの 部分的分析

に過ぎない 。 従 っ て最終的に は 、 得 られた結果は他の デ
ー

タの 分析 と併せ 総合的に

判断 して い か なければな らな い 。 今後 は よ り多面的な検討 を重 ね て い きたい 。

　 日本の 組織に外 国人が参入する とき に必要 となる イン タ
ー

フ ェ
ー

ス にお いて 、 外

国人を受け入れる 組織側の 担当者個人の 異文化間能力を高め る重要性を認めつ つ も、

個人 と組織 との 関係性 に も注 目する こ とで 、状況に則 して 有効な協働を実践で き る

よう 、 活性化する こ とが可能で ある こ とを指摘 した い 。今後 日本 にお ける さま ざま

な組織 へ の外 国人の参入の 増加が 予測され る。個人 と組織の 全体を捉 え る異文化 コ

ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン研究の 重要性は、 さ らに高 まる もの と考え られ る。
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